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表－１  調査票の配布状況 
 
 所 在 地  送付数（通）
 名古屋市    330 
 岡 崎 市    ３
 一 宮 市     ２
 尾張旭市     １
 春日井市     １
 岩 倉 市     １
 犬 山 市     １
 半 田 市     １
 豊 田 市     １





































  事務職員の学歴 
２．秘書：秘書または秘書的業務担当者の有無・秘書の業務形態・秘書または秘書的業 
  務担当者の構成・秘書または秘書的業務を担当者の学歴・秘書または秘書的業務担 
  当者の業務内容 
３．業務内容：業務担当者・機器・職務知識や技能の習得方法・資格や能力・資質 
４．通信手段：外部との通信手段・電子メールの導入時期・電子メールの送受信数・電 
  子メールの個人アドレス・電子メールアドレスの公開・電子メールの業務上の影響 












     発送数    回収数  有効回答数  有効回収率 (%)  




















































0 10 20 30 40 50 60 
10 WAN（Wide Area Network)












































































































































  ②通信手段は、「電話」「ＦＡＸ」「郵送」「電子メール」「手渡し」の順である。 
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